
1. はじめに
モンゴルは1990年以来、社会、経済、制度に

おいて基本的な改革を進行する過程にあり、改

革に伴って政府統計もその概念、範囲、対象範

囲、方法論および利用において大きな改革を迫

られた。以前の政府統計の体系は、中央計画経

済の要求を満たすために構築され行われたもの

で、社会経済的発展の計画の実施を監視するた

めに必要な統計情報を政府機関に提供すること

を目的としていた。利害関係者やユーザーの数

は限られており、政府統計は、計画経済のため

に必要な物質的生産、物価統計、貧困統計およ

び経済・金融統計のような幾つかの分野におい

てのみ行われ、市場経済において、政府のみな

らず民間が必要とするようになった多くの統計

は当然のことながら欠落していた。

旧体制の崩壊後15年、NSOの10倍の人数を擁

していたと言われる各省における統計報告制度

は縮小を余儀なくされたと思われる。しかし、

それに代わるNSOを主役とする直接調査は、専

門的技術、経験、データ、財政的資源の不足の

ため自力ではできず、種々の国際的支援を受け

てきた。NSOの認識では、質、適時性、データ

の有用性の問題が依然としてモンゴルの政府統

計の多くの分野に存続しているとしている。

これまで、我が国はモンゴルに対して、国連

アジア太平洋統計研修所（UNSIAP：千葉市美

浜区）における研修のほかは、直接の支援をし

てこなかった。ここに至って当財団が公益事業

として微力をも顧みず関与することになったの

は、以下の経緯による。

2. 経緯
� 平成14年６月、モンゴルのウランバートル

で人口センサス会議注１）をモンゴル国家統計

局が主催し、我が国からは総務省統計局関係
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者のほか、筆者も出席した。当時の局長は

Davaasuren女史であったが、驚いたことに３

ヶ月後の９月には退官してUNSIAP講師とし

て来日したことであった。

� 平成15年11月、京都で開催された東アジア

統計局長会議注２）および人口センサス会議合

同会議で、厳密に言えば、人口センサス会議

の方に出席したモンゴル国家統計局長

Byambatseren氏から総務省統計局長大戸氏

（当時）に対して支援の要請が初めてあった。

� 平成16年９月、総務省統計局長大林氏（当

時）がかねてからの要請に応じてモンゴル国

家統計局を訪問し、結局のところ、支援につ

いてはJICAベースを示唆し、同席のJICA現地

事務所長等も、協力要請があれば最大限の配

慮を行うことになった。

� これとは別に、平成16年

初頭、当財団金丸会長は、

これまで20余年にわたって

行われてきた日中、日韓間

の統計協力に関して、今後

は地政学的に見てモンゴル

の政府統計支援の必要性を

示唆し、その適切性を認識

した筆者はUNSIAPに勤務

す る 前 国 家 統 計 局 長

Davaasuren女史とその必要

性・可能性を諮った。

� 平成17年４月、オーストラリアのシドニー

で国際統計協会隔年大会が開催され、会場に

おいてモンゴル国家統計局の現・前統計局長

から筆者に対して、当財団に支援要請があり、

筆者は以上の経緯を踏まえ、当財団としては、

JICAを通じた支援が実現する前に、あるいは

その呼び水として、若干の協力（２、３日の

セミナー開催、および視察団交換等）を行う

用意があることを表明した。

� この後、筆者と先方の総務部長Bajiikhuu氏

（実際のやりとりは国際関係課長Oyun-tsetseg

女史）とが、電子メールおよびファックスで、

協力協定案文、日程等を調整し、国内では外

務省アジア大洋州局中国課およびJICAアジア

第２部の了解も得て、９月７日�－10日�、

当財団金丸会長、木原理事と専務理事の筆者

の３名がウランバートルに飛んで協力協定の

調印を行った。
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注２）ハワイ大学東西センター人口問題研究所が、環太平洋諸国の人口統計調査・分析の発達を目的に組織。1970年代から概ね
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2005年９月、モンゴル国家統計局において支援協定締結に際しての協議
左：モンゴル国家統計局、右：当財団
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3. モンゴル国家統計局の課題
支援（協力）するに当たって、モンゴル国家

統計局（NSO）から現状、特に支援必要分野に

関する資料を求めた。以下に「モンゴルにおけ

る統計システム能力構築のために諸国際機関か

ら求める支援分野」と題する文書の概略を紹介

する。

� 国際機関のこれまでの支援

NSOが国際機関から支援を受けたのは1970年

代にさかのぼる。特に、1990年代からの市場経

済への移行期間において国際機関の支援はかけ

がえのないものであり、①コンピュータ機器や

施設の供与、②93 SNA、貧困統計、社会統計

等での国際基準・方法論の導入、③統計職員の

直接・間接の訓練、④2000年人口センサス、

1995・98年生活水準計測調査、1998・2002年再

生産健康調査、2000年子ども開発調査などの統

計調査の実施を見た。

機関別には、アジア開発銀行（ADB）は、環

境統計（データ集刊行、環境指標の開発）、社

会統計（労働・賃金）、購買力平価データ取集、

貧困評価監視などを、その一部は現在も支援し

ている。

国連開発計画（UNDP）と世界銀行（ＷＢ）

は、生活水準計測調査、家計調査、人間開発指

標などで貢献している。

国連人口活動基金（UNFPA）は、人口住宅

センサスにおいてデータ処理・分析・提供面で

支援した。

ヨーロッパ連合統計局（Eurostat）は、ビジネ

スレジスタ、データベース構築、ビジネス統計、

貿易統計、統計データ提供・刊行などを支援し、

2005年には農業統計と地方レベルでのデータベ

ース構築と能力向上を開始したと言われる。

SOROS財団は2004年、闇経済実態調査に関

して技術的・財務的支援をし、その結果が近い

将来得られる。
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日本については、JICA／UNSIAPにおいて1990

年以降、20名以上の統計職員が研修を受けている。

� 2005－2010年においてNSOが必要と

する11分野

①地方事務所の能力向上

地方統計機構は、旧体制では地方長官に属し、

専ら行政上の報告から統計を作成していた。新

体制下では国家統計局に属することになり、施

設、機器、職員の能力等の点で劣悪な状況にあ

る。国際機関の支援によりかなりの改善を見た

中央と大きな格差が生じてきている。2003年施

行の「公共部門管理財務法」によりNSOはこれ

を改善する責務がある。

②供給使用表（SUT）および産業連関表（IOT）

の作成および分析

IOTは「統計法」で５年ごとに作成すべきも

のと規定され、ＷＢの資金援助を得て2000年に

ついて試験的にSUTおよびIOTを作成した。

2005年についても支援プロジェクトを得たいと

している。

③SNA実施の拡充

NSOはGDPを生産および支出接近法により

現在・不変価格表示で推計しているが、支出接

近法で不変価格表示推計する際に問題を抱えて

いる。このほか、ストック統計を整備する必要

がある。

④社会経済調査の実施

モンゴルでは、センサスや統計調査の間隔が

10年あるいは３－５年であるので、世帯におけ

る生産および人口に関する多くの指標、従って

MDG（千年紀開発目標）指標が経常的には得

られない状況にある。モンゴルでは、総合的な

社会経済調査を実施したことがない。世界でこ

れを完璧に持つ国を筆者は知らないが、モンゴ

ルで現在の緊急な社会問題に対処するために必

要な指標の整備が求められていることは確かで

ある。差し当たって、四半期ごとに労働力調査

を実施したいとしている。

⑤障害者調査の経常実施

2002年国連障害者年声明に呼応して、モンゴ

ルでは障害者に対する介護および雇用に関する

施策を行おうとしているが、関連省庁が取集す

るデータには、矛盾、重複および不正確さが見

られる。障害者に関する１つの標準的な登録・

情報システムを構築することが必要であり、

2003年12月から作業を開始している。この枠組

みの下で、国連統計部人口社会統計課長および

「障害者統計に関するワシントングループ」メ

ンバーがNSOを訪問し、障害者統計に関する順

守事項について勧告し研修を行った。しかし、

障害者に関しては、現行の行政報告システムを

改善するだけでは十分でなく、全国規模の標本

調査が必要とされている。

⑥経常的な労働力調査の実施

ADB支援により、ILOの定義および方法論に

準拠した労働力標本調査が2002年10月から2003

年９月まで実施され、雇用および労働力に関す

る総合的なデータが季節変動属性を伴って得ら

れた。前述のとおり、これを四半期ごとに実施

するための支援を求めている。

⑦中央・地方統計職員の向上

NSOが国際基準および方法論に従ってSNAを

含む政府統計を整備するためには、NSOの中
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央・地方統計職員の知識および技能の向上が要

求される。この10年余の間、市場経済に適合す

るための統計活動の改革は、ごく限られた中央

統計職員に対する短期・長期の海外研修を行う

ことにより、あるいは国際機関の支援プロジェ

クトに従事した専門家からの技術移転によりあ

る程度進んだが、地方統計職員に関しては手付

かずである。

⑧NSOのソフトウェア能力の向上

NSOにおけるデータ処理のためのPCのソフ

トウェアは、1990年からDOSの下に開発されて

きた。1997年からWindowsシステムに移行した

が、まだ切り替えははかばかしくない。と言う

のは、必要な知識と技能を持つ職員が少ないか

らであり、また、この分野に強いソフト開発業

者も欠けているからである。質の高いデータ処

理には国際標準パッケージを使うことが必要で

ある。NSOではさらに、データ取集とデータ提

供において、ITを活用したいとしている。

⑨国内人口移動統計の改善と構築

2000年人口センサスにより、国内移動および

入出国が増加傾向にあることが判明した。人口

センサス後の人口把握に関しては、出生、死亡

および人口移動が使われるが、中でも人口移動

は、文化、慣習および技術の移転を伴うので、

人口の再生産にとどまらず、社会経済生活にも

影響を与える。1990年まで入出国は政府間契約

に基づいて行われ、当該省庁に登録されていた。

開放政策に転向以降、国境チェックポイントを

通過した人数は過去５年平均で50－70万人と推

定されている。国外に居住／労働する国民を登

録し、その結果を政策形成と人口推定とに使う

ことが必要である。

⑩既に実施した大規模統計調査の継続

NSOでは国際的動向に従って1990年以降、政

府統計作成の手段を行政報告から標本調査に切

り替えてきた。家計調査は毎年実施されている。

生活水準計測調査は、1995年、1998年および

2003年に行われ、貧困撲滅政策のため使われた。

ＷＢとUNDPの支援により、モンゴル政府は、

国民の暮らし向きと収入支出のための指標を提

供するため、家計調査を実施していく必要があ

るとしている。結局のところ、以下に列挙する

統計調査を継続する必要があるとしている。

・生活時間調査：2004－2005年（2000年パイロ

ット調査実施）

・子ども開発調査：2005年（1995および2000年

実施）

・生活水準計測調査：2008年（1995、98および

2003年実施）

・再生産健康調査：2008年（1998および2003年

実施）

⑪GIS情報システムの導入

GISは、天然資源の分布、人口・世帯の分布、

社会経済指標の地理的状況等を把握するために

必須であるとともに、それらの地理的に分割し

た分析および予測を容易にする。また、GISは

統計調査の実施にも利用できる。1999年、国連

統計委員会およびヨーロッパ経済委員会は、地

域開発の企画ならびに人口分布および移動の予

測と規制のために、GIS情報システムを構築す

べきことを勧告している。NSOは、GISを導入

して、モンゴル政府の「地域開発の管理と規制」

方針のためにも、地域別に社会経済指標および

その予測値を提供することを迫られているとし

ている。
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4. 当財団の支援計画
上記11項目、いずれもJICAを含む国際機関等

が行うのが適当な支援であり、微力な１財団が

よくなし得るものではない。しかし、①と⑦は

統計職員の能力向上に関するものであり、また

小規模にも部分的にも行う可能性があることに

着目して、既述したとおり、JICA等の支援の呼

び水的に、以下のような支援計画を立てた。ま

だまだ未確定であるが、支援実施のためには、

統計局を始め各方面に協力をしていただかなけ

ればならない。モンゴル側が協力協定を望んだ

ので、双方協議して作成したやや形式張った協

定は別紙１に掲げた。なお、支援の期間は2006

年度から一応３年間とした。

2006年度支援の骨子

� 日本への研修旅行（視察団の受け入れ）

時　期：2006年５月末（当財団理事会に合わせ

ることができる）、または2007年２月

（例年開催する統計情報セミナーを見

学することができる）

期　間：１週間（日曜日に来日、土曜日に離日）

派遣員：モンゴル国家統計局幹部職員２名

題　目：日本の統計局の訪問・見学

日本の統計業務についての簡単な説明

統計資料館の見学（東京タワー展示室

および統計局統計資料館）

費　用：航空運賃、交通費、宿泊費、日当は当

方が負担。

� ウランバートルでのセミナー（当方の視察

団の派遣を兼ねる）

時　期：2006年８月15日(火)～16日(水)

講師陣は８月13日�にモンゴルに到

着、18日�に東京に向け出発。

講師陣がモンゴル国家統計局への当方

の視察団を構成することにし、セミナ

ーの前後２日間、公式訪問等を行う。

題　目：モンゴル側の提案のとおり、データ収

集、データ処理、そしてデータおよび

作業の質について

参加者：中央から数名、各地方事務所から１名

ずつ（全部で30～35名程度）

言　語：地方職員まで包含するために、日本語

とモンゴル語で行う。

費　用：国際機関ほど費用面において寛大にす

ることはできない。

�参加者：地上交通、旅行と参加に

対する適当な日当、適当な宿泊費

�講師：すべて当方が負担。

�通訳：ウランバートルで探して当

方が雇う。

�場所：モンゴル国家統計局または

政府の建物内の場所が望ましい。

もし、無料でなければ借料は当方

が負担。

�書類：当方がパワーポイント形式

のスライドを日本語と英語で用意。

これをモンゴル語にも翻訳して配

付。英語版も配付。

�昼食・お茶休憩・飲料水：必要であ

れば用意し、費用は当方が支払う。

�文房具等：文房具・バッグがあり

ふれている現在では、これらは支

給する必要はないと思うが、モン

ゴルではまだ有用で、バッグなど

宣伝目的のために重要であると考

えられる物は、調達して配付する。
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協　定　書

（財）統計情報研究開発センター

モンゴル国家統計局

統計情報研究開発センター（以後Sinfonicaと言う）金丸三郎氏およびモンゴル国家統計局（以後

MNSOと言う）局長パンジービャンバッツエレエン氏は、MNSOとSinfonicaの間の統計協力の促進

のために主な問題について議論するために2005年９月８日に会い、以下のように同意した：

Ⅰ.

MNSOおよびSinfonicaは、両国の社会経済開発ならびに両機関および両国の利益の基盤としての

政府統計の分野における協力プログラムを確立するための協力協定を結ぶこととする。

MNSOとSinfonicaの間の協力の目的は以下のとおりである：

�それぞれの機関の政府統計活動への関心を促進すること。

�モンゴルおよび日本の相互の理解、友情および繁栄、ならびにひいては世界平和および福祉

を増強・促進すること。

�統計職員の能力を強化すること。

Ⅱ.

これらの目標を達成するために、MNSOとSinfonicaは、協力の初期段階として３年の統計協力プ

ログラムを実施することに合意した。このプログラムは2006年に開始される。このプログラムの範

囲内で、各々の手段が許す限りにおいて、MNSOとSinfonicaは以下のことを行う：

�毎年、２機関間の２人の統計視察団を交換する。

�MNSOの中央・地方の統計職員のためにUlaanbaatarで２－３日間の統計セミナーを開催す

る。

�政府統計の分野の進展に関係する情報交換。

別紙１
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Ⅲ.

特段の定めがない限り、人的資源および実物資源は、各活動がなされるところで、適切な組織に

よって負担されるものとする。

条項Ⅱ�およびⅡ�の講師のために必要とされるものを含む貨幣的資源は、Sinfonicaによって負

担されるものとする。

Ⅳ.

期間：現在の協定は、署名の日付から2008年12月まで効力を有する。ただし、両機関のどちらも

反対しない場合、協定はさらに３年間自動的に延長することができる。あるいはJICAプロジェクト

のような政府間協力プロジェクトが両国間で立ち上がった場合は、協定は再構成されるであろう。

Ⅴ.

各機関は、この協定の実施を監視し促進するために調整者を選定するものとする。

Ⅵ.

この一般協力協定は、両機関間で実行される任意のプログラム協定の親ドキュメントであること

を確認するものとする。この協定の下の３年間の統計協力プログラムの実施に関する活動の詳細お

よび運用方法は、プロジェクトの形で両機関の相互の協議の上、具体化されるものとする。

SinfonicaおよびMNSOによって英語により施行

モンゴル国家統計局を代表して �統計情報研究開発センターを代表して

氏名：Pandii Byambatseren（署名） 氏名：金丸　三郎　　（署名）

職名：議長 職名：会長

場所：モンゴルウランバートル 場所：モンゴルウランバートル

日付：2005年９月８日 日付：2005年９月８日
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